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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれていない。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第68期、第69期、第71期は１株当たり当期純損失が計上されている

ため、第70期、第72期は潜在株式が存在しないため記載していない。 

  

 

回次 第68期 第69期 第70期 第71期 第72期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高（百万円） 21,234 17,295 20,554 21,988 20,662

経常損益（百万円） 29 △181 102 82 93

当期純損益（百万円） △140 △263 47 △59 84

純資産額（百万円） 3,877 3,616 3,659 3,600 3,684

総資産額（百万円） 6,441 6,283 6,472 6,607 6,515

１株当たり純資産額（円） 96.68 90.20 91.27 89.82 91.90

１株当たり当期純損益（円） △3.50 △6.58 1.18 △1.49 2.12

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益（円） 

－ － － － －

自己資本比率（％） 60.2 57.6 56.5 54.5 56.5

自己資本利益率（％） △3.55 △7.05 1.30 △1.65 2.30

株価収益率（倍） － － 200.3 － 88.8

営業活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

△120 △431 △873 △735 496

投資活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

51 145 456 18 9

財務活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

△500 △0 △0 199 △200

現金及び現金同等物の期末残
高（百万円） 

1,553 1,266 849 330 634

従業員数 
［外、平均臨時雇用者数］
（人） 

110 
［134］

87
［93］

86
［99］

80 
［59］

80
［70］



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれていない。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第68期、第69期、第71期は１株当たり当期純損失が計上されている

ため、第70期、第72期は潜在株式が存在しないため記載していない。 

  

  

回次 第68期 第69期 第70期 第71期 第72期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高（百万円） 21,234 17,295 20,554 21,988 20,662

経常損益（百万円） 23 △182 102 81 93

当期純損益（百万円） △141 △264 47 △59 84

資本金（百万円） 2,005 2,005 2,005 2,005 2,005

発行済株式総数（千株） 40,110 40,110 40,110 40,110 40,110

純資産額（百万円） 3,874 3,613 3,655 3,597 3,680

総資産額（百万円） 6,375 6,240 6,435 6,578 6,482

１株当たり純資産額（円） 96.62 90.11 91.19 89.73 91.81

１株当たり配当額（内１株当
たり中間配当額）（円） 

－ 
（－）

－
（－）

－
（－）

－ 
（－）

－
（－）

１株当たり当期純損益（円） △3.52 △6.60 1.18 △1.49 2.11

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益（円） 

－ － － － －

自己資本比率（％） 60.8 57.9 56.8 54.7 56.8

自己資本利益率（％） △3.58 △7.07 1.30 △1.65 2.30

株価収益率（倍） － － 201.2 － 89.2

配当性向（％） － － － － －

従業員数（人） 55 50 53 53 52



２【沿革】 

  

  

 

昭和20年８月 東京都日本橋区に資本金175千円をもって報國水産株式会社を設立。東京湾内沿岸漁業を行

う。 

昭和21年11月 以西底びき網漁業及びかつお・まぐろ漁業に着手。 

昭和24年５月 東京証券取引所に株式を上場。 

昭和30年５月 母船式さけ・ます漁業に出漁。 

昭和36年10月 東京証券取引所市場第一部に編入。 

昭和39年８月 本社・新社屋を中央区築地七丁目に竣工。 

昭和40年８月 アラスカ南海域の北方トロール漁業に出漁。 

昭和42年５月 西アフリカ海域の南方トロール漁業に出漁。 

昭和45年７月 インドネシアに えびトロール事業を目的とする合弁会社P.T.IRIAN MARINE PRODUCT 

DEVELOPMENTを設立。 

昭和47年７月 パプア・ニューギニアにかつお事業を目的とする合弁会社NEW GUINEA MARINE PRODUCTS 

PTY.,LTD.を設立。昭和50年２月から同社はえびトロール事業の本格操業に入る。（平成３年

３月所有全株式売却） 

昭和50年12月 南太平洋フィジー海域のかつお漁業に出漁。 

昭和54年４月 アラスカに水産物買付及び加工事業を目的とする現地法人NORTHERN SEAFOODS,INC.を設立。 

昭和56年８月 鹿児島県串良町に養殖事業を目的とする日南養魚株式会社を設立。（平成６年10月解散） 

昭和58年10月 北洋水産株式会社と合併。 

昭和59年８月 商号を株式会社ホウスイに変更。 

平成３年11月 本社を中央区築地三丁目に移転。事業基盤を漁撈事業から買付商品事業へシフト。 

平成６年７月 本社を現在地に移転。 

平成８年３月 恵光水産株式会社の増資に応じ同社を子会社とする。（株式所有割合60％） 

平成８年４月 鮮魚販売事業を開始。 

平成11年４月 日東シュリンプ株式会社の株式を取得し同社を子会社とする。（株式所有割合80％） 

平成13年１月 日東シュリンプ株式会社及び恵光水産株式会社を100％子会社とする。 

平成13年４月 日東シュリンプ株式会社を吸収合併。 



３【事業の内容】 

 当社グループ(当社及び当社の関係会社)は、当社、親会社、子会社１社及び関連会社１社で構成されており、水産物の買付販

売を主な内容とした事業活動を営んでおります。 

  

 次の３部門について当社グループは事業の種類別セグメント情報を記載していないため、事業部門別によって記載しておりま

す。 

  

 事業の系統図は次のとおりです。 

 

  

  

事業部門 主な商品 主要な内容

水産卸営業部門 

鮮凍品 

加工品 

塩蔵品 

 当社は海外及び国内から水産食材を買付販売しております。 

 また、親会社の日本水産㈱から同社の製商品を当社が販売する

一方、当社の商品を親会社に販売しております。 

鮮魚販売部門 

鮮魚 

塩蔵品 

魚惣菜 

 当社から子会社の恵光水産㈱に鮮魚専門小売店及び魚惣菜専門

店の運営業務を委託しております。 

海外部門 鮮凍品 

 当社はインドネシアの合弁会社P.T.IRIAN MARINE PRODUCT 

DEVELOPMENT(以下IMPD社と称す)より同社製品を買付け親会社に販

売するほか、同国の水産物を買付け国内外に販売しております。 



４【関係会社の状況】 

(1）親会社 

 親会社である日本水産株式会社の状況については、「第５ 経理の状況 1.連結財務諸表等（1）連結財務諸表注記事項（関

連当事者との取引）」に記載しているため、記載を省略しております。 

 なお、親会社は有価証券報告書を提出しております。 

  

(2）連結子会社 

  

  

名称 住所 
資本金 

（百万円） 
主要な事業内容

議決権の所有割合
（％） 

関係内容 

恵光水産㈱ 東京都中央区 10 
鮮魚等の店舗販売
業務受託 

100.0

当社から鮮魚等の
販売を業務委託し
ている。 
役員の兼任等…有 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に年間の平均人員を外数で記載している。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注） 平均年間給与は、税込み給与額の平均であり賞与を含んでいる。 

  

(3）労働組合の状況 

  

  

  平成19年３月31日現在

事業部門 従業員数

水産卸営業部門 40〔 1〕 

鮮魚販売部門 32〔68〕 

海外部門 2〔－〕 

全社共通 6〔 1〕 

計 80〔70〕 

      平成19年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

52 45.1 16.2 6,320,319 

職種 
組合員数 
（名） 

労働組合の名称 所属上部団体 特記事項 

職員 24 ホウスイ労働組合 日本食品関連産業労働組合連合会 なし 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、好調な輸出と設備投資の増加に支えられ企業収益は増加基調を保ち、個人消費も雇用

環境の改善などから持ち直しの兆しにあるなど、景気は緩やかな安定成長のもとで推移してきました。 

しかし、水産・食品業界におきましては、世界的な水産物需要の高まりから輸入水産物の価格が高騰し、海外での買付けにお

いて欧米、アジア勢に買い負ける状況となりました。一方、国内での消費は低迷し、量販店等での価格競争などにより販売価格

は伸び悩むなど、厳しい経営環境にありました。また、消費者の食品に対する更なる安全・安心への高まりから食品衛生法など

の改正も行われ、輸入水産物はじめ食品の徹底した品質管理と安全性の確保が求められております。 

このような状況の中で、当社グループは平成18年度を「成長」の年と位置づけ、営業マン一人ひとりの努力と成長により新規

顧客の開拓と既存顧客の深堀りを進めてきましたが、依然として厳しい事業環境となったため前連結会計年度に比べ利益は上回

りましたものの売上高は下回る結果となりました。 

当社グループの当連結会計年度業績は、売上高206億62百万円（前連結会計年度比6.0％減）、経常利益93百万円（前連結会計

年度比13.8％増）当期純利益84百万円（前連結会計年度59百万円の純損失）となりました。 

部門別の営業の概況は次のとおりであります。 

① 水産卸営業部門 

水産卸営業部門は、えび、かに、いかなどの卸売りを主体とした水産食材卸売事業と すけこ、すりみ、さばなどを水産加

工業者や食品メーカーに販売する産業用水産販売事業で構成されております。 

水産食材卸売事業においては、主力の えびの価格が堅調に推移したため売上を伸ばしましたが かに、いかなどの販売が

減少したことにより取扱数量、販売金額とも前連結事業年度を下回りました。また、産業用水産販売事業においても、輸入

価格高騰のなか国内の消費者価格は上がらず、水産加工業者はすけこ、あじ・さばなどの取扱数量を控えたため、販売金額

は前連結会計年度を下回りました。 

以上の結果、水産卸営業部門の売上高は187億57百万円（前期比6.5％減）となりました。 

② 鮮魚販売部門 

鮮魚販売部門は、鮮魚専門小売店と魚惣菜専門店の二形態の小売販売事業を行っております。鮮魚専門小売店については

魚屋の原点に戻った対面重視のばら売りや旬の素材を先取りした品揃えなどきめ細かい改善等に取り組み、徐々にその効果

がみられてきました。魚惣菜専門店については効率的な店舗運営とお客さまの評価の高い商品の販売を積極的に行いまし

た。 

しかし、店舗オペレーションの改善やコストダウン等により前連結会計年度に比し収支改善はされましたものの、末端に

おける食料品の販売不振や競合店との競争激化から鮮魚販売部門の売上高は11億70百万円（前期比9.6％減）となりました。

なお、当連結会計年度末現在の店舗数は、鮮魚専門小売店６店舗（前期末６店舗）、魚惣菜専門店４店舗（前期末４店

舗）の合計10店舗であり、その運営業務を子会社 恵光水産株式会社に委託しております。 

③ 海外部門 

インドネシアにおける合弁会社 P．T．IRIAN MARINE PRODUCT DEVELOPMENTのえびトロール事業による開発輸入を行う

ほか、積極的に天然えび、その他水産物の買付輸入販売を行いました。 

その結果、海外部門の売上高は７億35百万円（前期比16.3％増）となりました。 

  

 



(2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、税金等調整前当期純利益が93百万円

となったことに加え、主に売上債権とたな卸資産の減少等に伴う資金増加により、当連結会計年度末の資金は前連結会計年度

末に比べ３億４百万円増加し６億34百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動による資金は、売上債権の減少や商品在庫の絞込みによる棚卸資産の減少のほか、仕入債務の増加もあり、資金は

４億96百万円増加（前年同期は７億35百万円の減少）となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動による資金は、長期貸付金の回収（19百万円）があったものの固定資産の取得（10百万円）により9百万円（前年同

期は18百万円の増加）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動による資金の減少（２億円）の主なものは、関係会社借入金返済によるものです。 

  

２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当社グループは仕入販売が専業であり、生産を行っていないので該当事項はありません。 

  

(2）商品仕入実績 

  

(3）受注状況 

 当社グループは仕入販売が専業であり、受注生産を行っていないので該当事項はありません。 

  

(4）販売実績 

 （注） 上記(2)、(4)の金額には、消費税は含まれていない。 

  

 

事業部門 金額（百万円） 前期比（％） 

水産卸営業部門 17,372 91.1 

鮮魚販売部門 761 86.6 

海外部門 832 134.8 

合計 18,966 92.2 

事業部門 金額（百万円） 前期比（％） 

水産卸営業部門 18,757 93.5 

鮮魚販売部門 1,170 90.4 

海外部門 735 116.3 

合計 20,662 94.0 



３【対処すべき課題】 

当社グループは、平成18年度を「成長」の年と位置付け、営業マン一人ひとりの成長を図りつつ新規顧客の開拓や既存顧客の

深堀り、ビジネス創造等を積極的に推進してきましたが、売上高は前連結会計年度を下回る結果となりました。 

この主要因は、海外における水産物需要の高まりと円安傾向の中で輸入価格が高騰し、相場変動も激しい事業環境にあって、

水産加工業者等への原料販売を主とする産業用水産販売事業が低迷したことであります。 

また、水産卸営業部門においてウエイトが高いえびに続く強みをもった魚種を育成するなど事業基盤の強化も急務でありま

す。 

今後更なる成長を目指すためには、ビジネス戦略、ビジネスのやり方、行動計画等すべてを見直し、個の成長を推進し経営・

事業基盤の再固めを行うことが必要です。 

以上のことから、平成19年度は「基盤の再固め」を経営の旗印として取り組んでまいります。 

水産卸営業部門においては、えびのほか かに、魚類など主力商品を強化し、顧客数増大のため新規顧客開拓などの営業活動を一

段と活性化していきます。鮮魚販売部門においては、更なる収支の改善のため一層の効率的店舗運営を進めるほか、出店につい

ては採算と立地を最重視していきます。海外部門においては、従来のインドネシアにおけるえび主体のビジネスのほか その他の

水産物のビジネス創造を積極的に行い、国内輸入だけでなく第三国への販売も更に積極的に取り組んでまいります。 

  

 



４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業状況、経理の状況等に関する事項のうち、提出日現在において投資者の判断に重要な影響を及

ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

  

(1）水産卸営業部門について 

 水産卸営業部門は当社グループの中核の事業部門であり、えびを中心とした水産物の卸販売を行っております。しかし、水

産物は市況の変動が激しい商品であり、急激な変動は当社グループの売上高・収益に影響を及ぼすことがあり、商品在庫につ

いても常にリスクが存在しております。特に、ウエイトの高いえびについては国内消費の低迷やグローバルな養殖えびの増大

から相場の回復が遅れることも懸念されます。また、当社グループの養殖えびはインドネシアからの輸入仕入割合が高く、カ

ントリーリスクを受けやすい状況にあります。 

  

(2）鮮魚販売事業について 

 鮮魚小売専門店の業界は、オーバーストアの影響から熾烈な販売競争が続くなか、世界的な水産物需要の増加により仕入単

価は上昇していますが、消費低迷から販売単価は依然として上がらない厳しい状況にあります。鮮魚小売専門店という業態も

誕生以来30年以上経過していますが、その後の消費者ニーズ・生活様式の変化等から変革を余儀なくされており、仕入方法や

店舗運営の見直し、旬と鮮度を重視した品揃えを行うなど店舗ごとにきめ細かい対応を行うほか、不採算店については撤退す

るなど機敏に対応し、お客さまにとって魅力ある商品づくり・店づくりに努めております。しかし、他社との競争が激化した

場合、退店などで収支に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(3）経営成績の季節的変動について 

 当社グループは、水産物の卸販売、鮮魚の店舗販売を行っておりますが、お歳暮やお正月用食品購入の時期である12月は他

の月に比べ売上高及び利益が高くなる傾向にあります。 

  

(4）食品の安心・安全について 

 ＢＳＥ問題、鳥インフルエンザ問題、食品添加物問題等から食品に対する消費者の関心は非常に高まっております。当社グ

ループは企業の社会的責任として法令遵守に徹し、安全で安心な食品の確保を第一としております。 

 しかしながら、水産業界で食品の安全性に問題が発生した場合は当社グループの業績も影響を受ける可能性があります。 

  

(5）貸倒れリスクについて 

 水産・食品業界における中間流通業者や加工業者は、急速な流通構造の変化と販売価格低迷のなか、経営の弱体化が懸念さ

れます。当社グループは与信管理の徹底を図るほか、顧客構造の多角化を進めておりますが、営業活動において得意先の破綻

等が発生した場合、収支に影響を受ける可能性があります。 

  

  



５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

  

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

  

７【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであり、実際の業績は様々な要因に

より、これらの予想と異なる場合があります。 

  

(1）重要な会計方針及び見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されています。な

お、個々の「重要な会計方針及び見積り」については、「第５ 経理の状況１.連結財務諸表等（1）連結財務諸表 連結財務

諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおりです。 

  

(2）当連結会計年度の経営成績の分析 

 当連結会計年度の業績については「業績等の概要」に記載のとおり、売上高は206億62百万円（前連結会計年度比6.0％

減）、経常利益93百万円（前連結会計年度比13.8％増）、当期純利益84百万円（前連結会計年度59百万円の損失）となりまし

た。 

① 売上高 

 当連結会計年度の売上高は前期比13億25百万円減の206億62百万円となりました。 部門別には、水産卸営業部門は世界的

水産需要の高まりと円安傾向の厳しい事業環境のなか、当社の得意先である水産加工業者や食品メーカーは国内消費価格の

低迷からすけこ、あじ、さばの取扱数量を絞ったことなどより前期比13億５百万円の減少となりました。鮮魚販売部門は激

しい店舗間競争の中で収支改善のための店舗オペレーションの改革やコストダウンを進めました結果、前期比１億24百万円

減となりました。海外部門は積極的に天然えび、その他水産物を買付輸入販売し前期比１億３百万円増となりました。 

② 売上原価、販売費及び一般管理費 

 売上原価は、売上高の減少に伴い前期比12億56百万円減の191億95百万円となりました。 

 販売費及び一般管理費は、主に人員減に伴う人件費の減少と子会社恵光水産への業務委託料の減少により前期比67百万円

減の14億６百万円となりました。 

③ 営業外収益・営業外費用 

 当連結会計年度の営業外収益は、主に商品損害保険金や過年度に販売した商品の損失補てん金の入金などにより前期比13

百万円増の38百万円となりました。 

  

 



(3）財政状態 

 当連結会計年度末における流動資産は前期比66百万円減の63億21百万円、固定資産は前期比25百万円減の１億94百万円とな

り、総資産は前期比92百万円減の65億15百万円となりました。 

 流動資産の減少は、売上高の減少に伴う売掛金の減少と在庫の削減によるものが主要因です。固定資産減少は長期貸付金を1

年内の流動資産に振替えたことが主要因です。 

 流動負債は前期比１億35百万円減少しました。これは関係会社短期借入金２億円を返済したことが主要因であます。固定負

債の前期比39百万円の減少は退職者に対する支払いで退職給付引当金が減少したことが主要因です。 

 当連結会計年度末における純資産合計は、当期純利益が84百万円となったことにより36億84百万円となりました。 

  

(4）キャッシュ・フローの分析 

（キャッシュ・フローの指標） 

 （注）１．自己資本比率 ： 自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率 ： 株式時価総額／総資産 

債務償還年数 ： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー／利息の支払額 

２．平成16年３月期～平成18年３月期までキャッシュ・フローはマイナス 

３．平成16年３月期末、平成17年３月期末、平成19年３月期末は借入金がない。 

  

(5）今後の方針について 

 今後の経済状況は回復基調が続き、水産・食品業界にあっても消費は徐々に回復するものと思われますが、依然として厳し

い企業間競争と世界的な水産物の争奪競争は続くものと予想されます。 

 このような事業環境のなかで中長期的に見据えつつビジネス戦略を策定し、下記の方針で経営を進めることといたします。 

  

① 当社グループの事業は1.水産食材卸事業 2.産業用水産販売事業 3.リテール事業（鮮魚専門小売店、魚惣菜専門店） 4.海

外事業 5.通販事業の５つを事業の柱として設定し、各事業の連携を強化しながら事業目標を見据えて取り組んでまいりま

す。 

② 「えびに強みをもち優位性があり特徴ある自社ブランド製品をもった鮮魚販売部門を有する水産食材卸会社」を目指して

おりますが、水産食材卸事業における自社ブランド商品は、他社に比べ明らかに優位性と特徴があり、品質保証できるもの

に磨きをかけていきます。 

③ ニッチなマーケット、商材、魚種でビックを目指す「ニッチビックのホウスイ」を掲げて取り組んでおります。「何をホ

ウスイのニッチビッグとするか」を模索しつつ、そのポテンシャルをクリアにして目標を設定し、全社で情報を共有化して

取り組んでまいります。このことは顧客価値のアップにつながるものと確信しております。 

④ 業態的にも当社グループは売上高を拡大し続けることによって利益の確保と経営の安定が確保できることから、当社グ

ループの資産である顧客の量的拡大とバランスの向上のため、既存顧客の深堀りと新規顧客の開拓を進めます。 

⑤ 当社グループの営業改革の柱は「数字を詰め、行動を詰める」であります。当社グループの役職員は新しい行動様式を習

慣づけ、科学の目を導入して一人ひとりが考え行動することを繰り返し実行することにより営業改革を推進していきます。 

  

  

  平成16年3月期 平成17年3月期 平成18年3月期 平成19年3月期

自己資本比率（％） 57.6 56.5 54.5 56.5 

時価ベースの自己資本比（％） 91.9 146.8 176.5 204.4 

債務償還年数（年） － － － － 

インタレスト・カバレッジ・レシオ － － － 127.3倍 



第３【設備の状況】 
  

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度に重要な影響を及ぼす設備の売却、撤去はありません。 

  

２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。 

(1）提出会社 

  

(2）国内子会社 

恵光水産㈱ 

 （注）１．金額には消費税等を含まない。 

２．建物を賃借している。年間賃借料は38百万円である。 

３．建物を賃借している。年間賃借料は30百万円である。 

４．従業員数の〔 〕は、臨時従業員を外書きしている。 

  

３【設備の新設、除却等の計画】 

 該当事項はありません。 

  

  

事業所名 
（所在地） 

事業区分の名称 設備の内容

帳簿価額（百万円）

建物及び
構築物 

工具器具
備品 

土地
（面積㎡）

合計 
従業員数
（人） 

新浦安店ほか 
（千葉県浦安市） 

鮮魚販売部門
（店舗） 

販売設備 
（注）３． 

1 6
－
(－)

7 
4 

〔 1〕 

インドネシア 
（ドボ、ソロン） 

海外部門 生産設備 6 1
－
(－)

8 2 

本社 
（東京都中央区） 

水産卸営業部門 
その他の設
備 
（注）２． 

－ 2
－
(－)

2 
29 

〔 1〕 

仙台支店ほか 
（宮城県仙台市他） 

水産卸営業部門
（支店・営業
所） 

その他の設
備 
（注）３． 

0 0
－
(－)

0 
17 

〔 1〕 

事業所名 
（所在地） 

事業区分の名称 設備の内容

帳簿価額（百万円）

建物及び
構築物 

工具器具
備品 

土地
（面積㎡）

合計 
従業員数
（人） 

本社 
（東京都中央区） 

鮮魚販売部門
その他の設
備 

－ 0
－
(－)

0 
28 

〔67〕 



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

  

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 160,000,000 

計 160,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成19年３月31日） 

提出日現在発行数
（株） 

(平成19年６月26日) 

上場証券取引所名又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 40,110,000 40,110,000
東京証券取引所
市場第一部 

－ 

計 40,110,000 40,110,000 － － 



(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 平成15年６月27日開催の株主総会において資本準備金の減少を決議し、平成15年８月11日にその他資本剰余金に振り替え

たものである。 

  

(5）【所有者別状況】 

 （注）１．期末日現在の自己株式は25,887株であり、「個人その他」の欄に25単元及び「単元未満株式の状況」の欄に887株を含め

て記載してある。 

なお、自己株式25,887株は株主名簿記載上の株式数であり、実保有残高は24,887株である。 

２．上記「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式9単元が含まれている。 

  

 

年月日 
発行済株式
総数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成15年８月11日 － 40,110,000 － 2,005,500 △376,791 501,375

            平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株
式の状況
（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法
人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） － 34 35 48 20 1 3,311 3,449 － 

所有株式数
（単元） 

－ 3,148 393 26,289 187 2 9,974 39,993 117,000

所有株式数の
割合（％） 

－ 7.87 0.98 65.74 0.47 0.00 24.94 100.00 － 



(6）【大株主の状況】 

 （注） 上記のうち信託業務に係る株式は次のとおりである。 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社    227千株 

日本トラステイ・サービス信託銀行株式会社  148千株 

  

(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が9,000 株（議決権の数９個）含まれている。 

  

 

    平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本水産株式会社 東京都千代田区大手町二丁目６番２号 23,278 58.04 

中央魚類株式会社 東京都中央区築地五丁目２番１号 2,000 5.00 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番10号 1,343 3.35 

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿一丁目26番１号 509 1.27 

株式会社ニチレイ 東京都中央区築地六丁目19番20号 508 1.27 

東京海上日動火災保険株式会
社 

東京都千代田区丸の内一丁目２番１号 250 0.62 

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 227 0.57 

株式会社シゲタコーポレーシ
ョン 

静岡県沼津市宮岡１１６７－３ 200 0.50 

日本トラステイ・サービス信
託銀行株式会社 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 148 0.37 

岩佐弓枝 愛媛県八幡浜市 145 0.36 

計   28,609 71.33 

      平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  24,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 39,969,000 39,969 － 

単元未満株式 普通株式  117,000 － － 

発行済株式総数 40,110,000 － － 

総株主の議決権 － 39,969 － 



②【自己株式等】 

 （注） 上記のほか株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が1,000株（議決権の数１個）ある。 

なお、当該株式は、上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式に含めている。 

  

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  

  

        平成19年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社ホウスイ 
東京都中央区八丁堀
一丁目６番１号 

24,000 － 24,000 0.06 

計 － 24,000 － 24,000 0.06 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得及び会社法第155条第７

号に該当する普通株式の取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 （注） 当期間における取得自己株式数には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式買取りによる

株式は含まれていない。 

  

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 （注） 当期間における保有自己株式数には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式買取りによる

株式は含まれていない。 

 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式 3,383 737,867 

当期間における取得自己株式 50 8,300 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株）
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った
取得自己株式 

－ － － －

その他 
（－） 

－ － － －

保有自己株式数 24,937 － 24,937 － 



３【配当政策】 

株主の皆様への利益還元は、業績に裏付けられた安定的配当のできる収益体制の確立ができるまで、なお暫くのご猶予をいただ

きたいと存じます。 

当社は「会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等をすることができる。」旨定款に定めて

おりますが、当連結会計年度も安定的な収益を確保するには至らず、内部留保資金は今後予想される経営環境の変化に対応すべ

く、今期は配当を見合わせるとこととなりました。 

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 上記は東京証券取引所（市場第一部）におけるものである。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 上記は東京証券取引所（市場第一部）におけるものである。 

  

  

回次 第68期 第69期 第70期 第71期 第72期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） 101 175 320 330 314 

最低（円） 60 77 107 182 174 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 228 212 232 204 203 194 

最低（円） 204 174 184 188 180 177 



５【役員の状況】 

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

取締役社長 

（代表取締役） 
  須山博行 昭和23年５月21日生

昭和46年３月 上智大学外国語学部卒業 

 同 年４月 日本水産株式会社入社 

平成10年３月 同札幌支社長 

平成13年３月 株式会社テイオン代表取締

役社長就任 

平成19年５月 同代表取締役社長退任 

 同 年同月 同取締役就任（現） 

 同 年同月 日本水産株式会社顧問就任

（現） 

 同 年６月 当社代表取締役社長就任

（現） 

（注）３ 0 

取締役 営業第二部長 小俣 修一 昭和25年６月20日生

昭和48年３月 東京水産大学漁業学科卒業 

昭和49年３月 同校専攻科修了 

昭和63年２月 日東シュリンプ株式会社取

締役就任 

平成３年６月 同開発部長 

平成８年６月 同常務取締役就任 

平成12年４月 同職制変更により開発室長 

平成13年４月 合併により当社企画部長 

 同 年６月 同取締役就任（現） 

平成14年４月 職制変更により市販営業部

長 

平成15年10月 職制変更により営業第二部

長（現） 

（注）３ 5 

取締役 仙台支店長 田中 正 昭和24年６月７日生

昭和48年３月 専修大学法学部卒業 

昭和63年２月 日東シュリンプ株式会社営

業第一部長 

平成３年２月 同取締役就任 

 同 年６月 同仙台支店長 

平成13年４月 合併により当社仙台支店長

（現） 

 同 年６月 同取締役就任（現） 

（注）３ 5 

取締役 営業第一部長 菅原 誠 昭和28年２月22日生

昭和50年３月 東京水産大学漁業学科卒業 

昭和51年３月 同校専攻科修了 

昭和63年２月 日東シュリンプ株式会社営

業第二部長 

平成３年２月 同取締役就任 

平成13年４月 合併により当社営業第一部

長（現） 

 同 年６月 同取締役就任（現） 

（注）３ 5 

取締役 管理部長 小林 留一 昭和24年12月17日生

昭和47年３月 専修大学商学部卒業 

 同 年４月 当社入社 

平成16年６月 同管理部長（現） 

平成18年６月 同取締役就任（現） 

（注）３ 3 



（注）１．取締役 佐藤泰久は会社法第２条第15号に定める「社外取締役」である。 

２．監査役小泉雅英及び相本 剛は会社法第２条第16号に定める「社外監査役」である。 

３．平成19年６月26日開催の定時株主総会の終結のときから１年間 

４．平成16年６月29日開催の定時株主総会の終結のときから４年間 

  

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

取締役   佐藤 泰久 昭和16年９月13日生

昭和39年３月 大分大学経済学部卒業 

 同 年４月 日本水産株式会社入社 

平成６年２月 同経理グループゼネラルマ

ネジャー 

 同 年６月 同取締役就任 

平成11年６月 同常務取締役就任 

平成13年６月 当社取締役就任（現） 

平成15年６月 日本水産株式会社代表取締

役専務取締役（現） 

（注）３ 0 

取締役 

海外事業部長 

兼 

営業第三部長 

本村幹夫 昭和25年４月25日生

昭和49年３月 東京水産大学漁業学科卒業 

昭和50年３月 同校専攻科修了 

同 年４月 北洋水産株式会社入社 

昭和58年10月 合併により当社海外事業部 

平成14年４月 同海外事業部長（現） 

平成18年７月 同営業第三部長（現） 

平成19年６月 同取締役就任（現） 

（注）３ 3 

取締役 福岡支店長 今野尚志 昭和31年７月19日生

昭和55年３月 早稲田大学商学部卒業 

同 年同月 日本水産株式会社入社 

平成７年３月 同福岡支店水産一課長 

平成14年３月 同食材商品課長 

平成16年３月 当社へ出向（現） 

平成17年４月 同福岡支店長（現） 

平成19年６月 同取締役就任（現） 

（注）３ 3 

常勤監査役   南 雄公 昭和19年１月14日生

昭和37年３月 北海道立函館商業高校卒業 

 同 年４月 当社入社 

平成４年４月 同管理部次長 

平成11年６月 日東シュリンプ株式会社取

締役就任 

平成13年４月 合併により当社管理部長 

 同 年６月 同取締役就任 

平成16年６月 同監査役就任（現） 

（注）４ 10 

監査役   小泉 雅英 昭和25年２月19日生

昭和47年３月 明治大学商学部卒業 

 同 年４月 日本水産株式会社入社 

平成10年３月 同経理部担当部長 

 同 年６月 当社監査役就任（現） 

平成14年５月 日本水産株式会社監査室長 

平成15年３月 同経理部長（現） 

（注）４ 0 

監査役   相本 剛 昭和17年３月23日生

昭和39年３月 九州大学法学部卒業 

 同 年４月 日本水産株式会社入社 

昭和62年６月 同総務部次長 

平成13年３月 同グループ・リスクマネジ

メント・オフィサー 

平成16年６月 当社監査役就任（現） 

（注）４ 0 

        計 34 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的考え方 

 当社のコーポレート・ガバナンスについては、客観的な管理・監督機能の強化を図りつつ、役割と責任の明確化・意思決定

のスピード化によって企業価値を向上させることを基本的な考え方としています。 

  

(1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

① 会社の機関の基本的説明 

 当社は監査役制度を採用しております。取締役会は、当期末現在７名（うち社外取締役１名）で構成され、毎月１回定例

取締役会を、また必要に応じて臨時取締役会を開催し迅速に経営上の意思決定を行っております。 

 また、社長がグループを統治し、各事業部門の取締役部長が執行責任者として事業を行うこととなっております。取締役

会は毎月１回以上開催されており、また、毎月行われる経営進捗会議において業務執行のスピードアップと業務責任の遂行

を期すとともに、社外取締役１名を加えた体制にして取締役会の機能強化を図っております。 

  

② 会社の機関の内容及び内部統制の模式図 

  

 

  

③ 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況 

 当社は監査役設置会社であり、監査役３名が取締役の業務及び取締役部長の業務執行を監査しております。 

 また、会計監査は新日本監査法人に依頼するほか、顧問弁護士とは顧問契約に基づき、必要に応じ適宜アドバイスを受け

ております。税務関連業務に関しましても社外の税理士と契約し必要に応じアドバイスを受けております。 

  

④ 内部監査及び監査役監査の状況 

 内部統制部門として社長直轄の組織である監査室を設置し、当社及び当社グループの内部監査を実施して取締役会、監査

役会に監査の結果を報告するとともに、平成20年度から実施される金融商品取引法に基づく「財務報告に係わる内部統制の

評価及び報告」構築のためのプロジェクトチームを発足させ準備を進めております。 

 当社の監査役は３名（常勤監査役１名、社外監査役２名）であり、取締役会、月次役員報告会、経営進捗会議等に出席し

て、重要な事項の決定と業務執行状況を監督・監査しております。 

 なお、当社の親会社である日本水産株式会社より、社外監査役２名のうち１名が就任しております。 

 



⑤ 会計監査の状況 

 会計監査は当期より新日本監査法人に依頼しており、定期的な監査のほか、会計上の課題については随時確認を行い会計

処理の適正性に努めております。 

 同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社の間には特別の利害関係はなく、当社は会社法監

査、証券取引法監査について監査契約を締結し、それに基づき報酬を払っております。 

 当期において業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者は下記のとおりです。 

・業務を執行した公認会計士の氏名 

指定社員 業務執行社員 ： 大日向雅子、角田伸理之、伊藤栄司 

・会計監査業務に係る補助者 

公認会計士 ２名、 会計士補等 ３名 

 なお、前期まで会計監査を依頼していた中央青山監査法人は平成18年6月28日をもって任期満了となりました。 

  

⑥ 社外取締役及び社外監査役との関係 

 社外取締役 佐藤泰久氏は当社の親会社である日本水産株式会社の代表取締役専務取締役であり、また、社外監査役 小泉

雅英氏も同社の経理部長、社外監査役相本 剛氏は同社の元グループ・リスク・マネジメントオフィサーであります。その

利害関係につきましては後述の「関連当事者との取引」に記載のとおりです。 

  

(2）リスク管理体制の状況 

 当社グループはリスクマネジメント委員会を設置し、想定されるリスクを頻度、重要度に区分して定期的にリスク管理状況

を取締役会に報告するとともに、リスクを未然に防止するためリスクマネジメント規程を策定して早急に対応できるリスク管

理体制を構築しております。 

 また、倫理憲章、環境憲章、品質保証会議規程を制定し、社長を委員長とする倫理委員会、環境委員会、品質保証会議を設

置して法令遵守、環境保全、品質管理に取り組む姿勢を明確にしております。 

 倫理委員会、環境委員会、品質保証会議については、定例的な開催を行うほか、コンプライアンスや環境等に問題が生じた

場合にも対応できる社内体制となっております。この倫理憲章、環境憲章は日本水産グループの一員として共有するものであ

り、果たすべき機能・役割を明確にして日本水産グループの経営戦略・事業戦略の連鎖を図っております。 

  

(3）役員報酬の内容 

① 取締役、監査役に支払った報酬 

 （注） 報酬限度額：取締役月額11百万円以内、監査役月額２百万円以内 

② 使用人兼務役員に対する使用人給与相当額 

39百万円（賞与を含む） 

  

(4）監査報酬の内容 

当社の会計監査人である新日本監査法人に支払った報酬 

① 公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 13百万円 

② 上記以外の報酬  なし 

  

 

  区分 支給人員 支給額

  
取 締 役 

（うち社外取締役） 
6名

（－） 
35百万円

（－） 

  
監 査 役 

（うち社外監査役） 
2

（ 1） 
11

（ 1） 

  合計 8 46



第５【経理の状況】 
  

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結

財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当連結会

計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等

規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度（平

成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）及び前事業

年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は中央青山監査法人の監査を受け、当連結会計年度（平成18年４月１日か

ら平成19年３月31日まで）及び当事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸表につい

ては新日本監査法人の監査を受けております。 

 なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。 

前連結会計年度及び前事業年度   中央青山監査法人 

当連結会計年度及び当事業年度   新日本監査法人 

  



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

 

   
前連結会計年度

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）      

Ⅰ 流動資産      

１．現金及び預金 ※１   137 142 

２．受取手形及び売掛金     3,181 3,047 

３．たな卸資産     2,815 2,584 

４．関係会社預け金     202 502 

５．その他     73 64 

貸倒引当金     △22 △20 

流動資産合計     6,388 96.7 6,321 97.0

Ⅱ 固定資産      

１．有形固定資産      

(1）建物及び構築物   185 190  

減価償却累計額   149 36 154 36 

(2）工具器具備品   70 68  

減価償却累計額   58 11 57 10 

(3）土地     25 25 

有形固定資産合計     72 1.1 72 1.1

２．無形固定資産     4 0.1 4 0.1

３．投資その他の資産      

(1）投資有価証券 ※２   18 17 

(2）長期貸付金     42 18 

(3）その他     140 82 

貸倒引当金     △58 △1 

投資その他の資産合計     142 2.2 117 1.8

固定資産合計     219 3.3 194 3.0

資産合計     6,607 100.0 6,515 100.0

       



 

   
前連結会計年度

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）      

Ⅰ 流動負債      

１．支払手形及び買掛金     2,130 2,189 

２. 関係会社短期借入金     200 － 

３．未払法人税等     16 14 

４．賞与引当金     41 31 

５．その他 ※１   120 138 

流動負債合計     2,508 38.0 2,373 36.4

Ⅱ 固定負債      

１．繰延税金負債     1 1 

２．退職給付引当金     470 430 

３．長期預り保証金     25 25 

固定負債合計     498 7.5 458 7.0

負債合計     3,007 45.5 2,831 43.5

（資本の部）      

Ⅰ 資本金 ※３   2,005 30.3 － －

Ⅱ 資本剰余金     878 13.3 － －

Ⅲ 利益剰余金     717 10.9 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    2 0.0 － －

Ⅴ 自己株式 ※４   △2 △0.0 － －

資本合計     3,600 54.5 － －

負債,少数株主持分及び資
本合計 

    6,607 100.0 － －

       



  

  

   
前連結会計年度

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）      

Ⅰ 株主資本      

１．資本金     － － 2,005 30.8

２．資本剰余金     － － 878 13.5

３．利益剰余金     － － 801 12.3

４．自己株式     － － △3 △0.1

株主資本合計     － － 3,681 56.5

Ⅱ 評価・換算差額等      

１．その他有価証券評価差
額金 

    － － 2 0.0

評価・換算差額等合計     － － 2 0.0

純資産合計     － － 3,684 56.5

負債純資産合計     － － 6,515 100.0

       



②【連結損益計算書】 

  

  

   
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     21,988 100.0 20,662 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１   20,451 93.0 19,195 92.9

売上総利益     1,536 7.0 1,467 7.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２   1,473 6.7 1,406 6.8

営業利益     63 0.3 61 0.3

Ⅳ 営業外収益      

１．受取利息   5 3  

２．受取配当金   0 0  

３．雑収入   19 25 0.1 34 38 0.2

Ⅴ 営業外費用      

１．支払利息   1 3  

２．雑支出   4 6 0.0 2 6 0.0

経常利益     82 0.4 93 0.5

Ⅵ 特別損失      

１．固定資産除却損 ※３ 1 －  

２．貸倒引当金繰入額   57 －  

３．店舗解約損失 ※４ 3 －  

４．減損損失 ※５ 70 132 0.6 － － －

税金等調整前当期純利
益 

    － － 93 0.5

税金等調整前当期純損
失 

    50 △0.2 － －

法人税，住民税及び事
業税 

    9 0.0 9 0.0

当期純利益     － － 84 0.4

当期純損失     59 △0.3 － －

       



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

  

 

   
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高   878

Ⅱ 資本剰余金期末残高   878

   

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高   776

Ⅱ 利益剰余金減少高  

１．当期純損失   59 59

Ⅲ 利益剰余金期末残高   717

   



連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自平成18年4月１日 至平成19年3月31日） 

  

  

  

  
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年3月31日 残高 
（百万円） 

2,005 878 717 △2 3,597

連結会計年度中の変動額    

当期純利益   84   84

自己株式の取得   △0 △0

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

   

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

- - 84 △0 83

平成19年3月31日 残高 
（百万円） 

2,005 878 801 △3 3,681

  

評価・換算差額等 

純資産合計
その他有価証券評
価差額金 

平成18年3月31日 残高 
（百万円） 

2 3,600

連結会計年度中の変動額  

当期純利益   84

自己株式の取得   △0

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

△0 △0

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

△0 83

平成19年3月31日 残高 
（百万円） 

2 3,684



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

 

   
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

税金等調整前当期純利
益（△税金等調整前当
期純損失） 

  △50 93 

減価償却費   13 9 

減損損失   70 － 

退職給付引当金の増加
額(△減少額） 

  6 △39 

賞与引当金の増加額
（△減少額） 

  △0 △10 

貸倒引当金の増加額
（△減少額） 

  62 △59 

受取利息及び受取配当
金 

  △5 △3 

支払利息   1 3 

投資有価証券売却益   △0 － 

有形固定資産除却損   2 － 

売上債権の減少額（△
増加額） 

  △783 134 

たな卸資産の減少額
（△増加額） 

  △134 231 

仕入債務の増加額（△
減少額） 

  174 58 

その他   △84 86 

小計   △728 505 

利息及び配当金の受取
額 

  5 4 

利息の支払額   △1 △3 

法人税等の支払額   △11 △9 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △735 496 



 

   
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

定期預金の預入による
支出 

  △10 － 

定期預金の解約による
収入 

  20 － 

有形固定資産の取得に
よる支出 

  △3 △10 

投資有価証券の売却に
よる収入 

  2 － 

投資有価証券の取得に
よる支出 

  △2 － 

保証金の返還による収
入 

  12 0 

保証金の差入れによる
支出 

  △2 － 

関係会社預け金の回収
による収入 

  15 － 

長期貸付金の貸付によ
る支出 

  △22 － 

長期貸付金の回収によ
る収入 

  9 19 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  18 9 

   

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

短期借入金の返済によ
る支出 

  － △200 

短期借入金の増加によ
る収入 

  200 － 

自己株式の取得による
支出 

  △0 △0 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  199 △200 



  

  

  次へ 

   
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増
加額（△減少額） 

  △518 304 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期
首残高 

  849 330 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
末残高 

  330 634 

   



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数    １社 (1）連結子会社の数    １社 

  連結子会社の名称 連結子会社の名称 

   恵光水産㈱  恵光水産㈱ 

  (2）非連結子会社はない。 (2）      同左 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用の非連結子会社又は関連

会社の数        ０社 

(1）持分法適用の非連結子会社又は関連

会社の数        ０社 

  持分法を適用していない関連会社の

名称 

  持分法を適用していない関連会社の

名称 

   P.T.IRIAN MARINE PRODUCT 

DEVELOPMENT 

 P.T.IRIAN MARINE PRODUCT 

DEVELOPMENT 

  持分法を適用していない理由 持分法を適用していない理由 

   持分法を適用していない関連会社

は、当期純損益及び利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であり、かつ、全

体としても重要性がないため、持分

法の適用範囲から除外している。 

同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の事業年度の末日は、連結

決算日と一致している。 

同左 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 関連会社株式 ① 関連会社株式 

…移動平均法による原価法 …同左 

  その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 

  …決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定し

ている。） 

…決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定

している。） 

  時価のないもの 時価のないもの 

  …移動平均法による原価法 …同左 

  ② デリバティブ ② デリバティブ 

  …時価法 …同左 

  ③ たな卸資産 ③ たな卸資産 

   主として総平均法による低価法 同左 



 

項目 
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

有形固定資産 有形固定資産 

建物（建物附属設備を除く）について

は定額法（鮮魚専門小売店、魚惣菜専

門店の建物附属設備については定額法 

建物（建物附属設備を除く）について

は定額法。建物以外については定率法

（鮮魚専門小売店、魚惣菜専門店の建

物附属設備については定額法） 

  上記以外のもの   

   定率法   

  

  無形固定資産 無形固定資産 

   自社利用のソフトウェアについては社

内における利用可能期間（5年）に基づ

く定額法を採用している。 

同左 

(3）重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 

 貸倒損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については、個別に

回収の可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上している。 

同左 

  ② 賞与引当金 ② 賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に備えるため、

賞与支給見込額の当連結会計年度負担

額を計上している。 

同左 

  ③ 退職給付引当金 ③ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

に基づき計上している。 

同左 

(4）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

いる。 

同左 

(5）重要なヘッジ会計の方

法 

① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっている。ただ

し、為替予約取引については振当処理

を適用している。 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段…為替予約 ヘッジ手段…同左 

  ヘッジ対象…外貨建債権債務に係る

将来の為替変動リスク 

ヘッジ対象…同左 

  ③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針 

   為替変動リスクの低減のため対象債

務の範囲内でヘッジを行っている。 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

   ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッ

ジ対象の変動額の累計額を比較して有

効性の判断を行っている。 

同左 



  

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

  次へ 

項目 
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(6）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式を採用している。 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用してい

る。 

同左 

６．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について、連結会計年度中に確定し

た利益処分に基づいて作成している。 

────── 

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から3ケ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなる。 

同左 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） ────── 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用してい

る。これにより営業利益及び経常利益は11百万円増加

し、税金等調整前当期純損失は58百万円増加している。

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸

表規則に基づき各資産の金額から直接控除している。 

  

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

   当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年 

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用している。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は3,684百

万円である。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改

正後の連結財務諸表規則により作成している。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

  

 

前連結会計年度
（平成18年3月31日） 

当連結会計年度
（平成19年3月31日） 

※１ 担保資産及び担保付債務 ※１ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産及び担保債務は次のとおり

である。 

担保に供している資産及び担保債務は次のとおり

である。 

（担保資産） （担保資産） 
  

定期預金 10百万円 定期預金 10百万円

（担保付債務） （担保付債務） 
  

その他の流動負債（従業員預り金） 9百万円 その他の流動負債（従業員預り金） 8百万円

※２ 関連会社に対するものは、次のとおりである。 ※２ 関連会社に対するものは、次のとおりである。 
  

投資有価証券（株式） 8百万円 投資有価証券（株式） 8百万円

※３ 当社の発行済株式総数は、普通株式40,110,000株

である。 

※３        ────── 

※４ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式21,504

株である。 

※４        ────── 



（連結損益計算書関係） 

  

 

前連結会計年度
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日） 

※１ 売上原価に含まれるたな卸資産に関する低価法に

よる評価減額は、23百万円である。 

※１ 売上原価に含まれるたな卸資産に関する低価法に

よる評価減額は、５百万円である。 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりである。 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりである。 
  

給与諸手当 513百万円

賞与引当金繰入額 41 〃 

退職給付費用 38 〃 

給与諸手当 476百万円

賞与引当金繰入額 35 〃 

退職給付費用 32 〃 

※３ 固定資産除却損の内訳 ※３        ────── 

 退店した鮮魚小売店舗に係る建物附属設備、備品

である。 

  

※４ 店舗解約損失の内訳 ※４        ────── 

 退店に伴う退去手数料である。   

※５ 減損損失の内訳 ※５        ────── 

 当連結会計年度において、当社グループは以下の

鮮魚販売部門の鮮魚専門小売店4店舗及び魚惣菜専

門店2店舗について減損損失を計上した。 

  

  

場所 用途 種類 
減損損失
金額 

千葉県浦安市 
他3ヶ所 

鮮魚専門
店舗内設
備等 

建物附属
設備及び
備品等 

62百万円

千葉県船橋市 
他1ヶ所 

魚惣菜専
門店舗内
設備等 

建物附属
設備及び
備品等 

7百万円

合計 70百万円

  

   

  

  

  

 当社グループは、減損損失を認識するにあたって

は、管理会計上の損益を把握する単位である事業部

署別（鮮魚販売部門は店舗別）にグルーピングを行

い、本社管理部門に係る資産は共用資産としてそれ

ぞれの物件ごとに1つの資産グループとしている。 

 鮮魚専門小売店舗中の4店舗、魚惣菜専門店の2店

舗については継続して損益がマイナスとなり、今後

においても当初より想定していた収益を見込むこと

は困難であると判断されるため、当該店舗における

償却資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失として特別損失に計上した。 

 その内訳は、建物附属設備52百万円、工具器具備

品他17百万円である。なお、当資産グループの回収

可能価額は、正味売却価額により測定しており処分

可能価額により算定している。 

  



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自平成18年4月１日 至平成19年3月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式数の増加３千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式 

普通株式 40,110 － － 40,110 

合計 40,110 － － 40,110 

自己株式 

普通株式 21 3 － 24 

合計 21 3 － 24 

前連結会計年度
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日） 

(1）現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

(1）現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

(平成18年3月31日現在) (平成19年3月31日現在) 
  
現金及び預金勘定 137百万円

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △10 〃 

関係会社預け金勘定 202 〃 

現金及び現金同等物 330 〃 

現金及び預金勘定 142百万円

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △10 〃 

関係会社預け金勘定 502 〃 

現金及び現金同等物 634 〃 



（リース取引関係） 

  

 

前連結会計年度
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 
  

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

減損損
失累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

車輌運搬具 18 12 － 5

工具器具備
品 

27 11 7 8

ソフトウェア 1 1 － 0

合計 47 26 7 14

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

減損損
失累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

車輌運搬具 13 4 － 8

工具器具備
品 

34 19 7 7

ソフトウェア 1 1 － 0

合計 50 26 7 16

２．未経過リース料期末残高相当額等 ２．未経過リース料期末残高相当額等 
  

１年内 9百万円

１年超 4百万円

合計 14百万円

１年内 6百万円

１年超 11百万円

合計 17百万円

  
リース資産減損勘定の残高 4百万円 リース資産減損勘定の残高 2百万円

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び支払利息相当額 
  

支払リース料 10百万円

リース資産減損勘定の取崩額 2百万円

減価償却費相当額 9百万円

支払利息相当額 0百万円

減損損失 7百万円

支払リース料 10百万円

リース資産減損勘定の取崩額 2百万円

減価償却費相当額 10百万円

支払利息相当額 0百万円

   

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。 

同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっている。 

同左 



(有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

３．時価のない主な有価証券の内容 

  

  

  次へ 

  種類 

前連結会計年度
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日) 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額
（百万円） 

取得原価
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表
計上額が取得原
価を超えるもの 

(1）株式 4 8 4 4 8 3

(2）債券    

国債・地
方債等 

－ － － － － －

社債 － － － － － －

その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 4 8 4 4 8 3

連結貸借対照表
計上額が取得原
価を超えないも
の 

(1）株式 － － － － － －

(2）債券   － － －

国債・地
方債等 

－ － － － － －

社債 － － － － － －

その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 － － － － － －

合計 4 8 4 4 8 3

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

売却額 
（百万円） 

売却益の合計額
（百万円） 

売却損の合計額
（百万円） 

売却額
（百万円） 

売却益の合計額
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

2 0 － － － － 

  

前連結会計年度
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 

非上場株式 1 1 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

  

２．取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度（自平成17年4月１日 至平成18年3月31日） 

 すべてのデリバティブ取引についてヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自平成18年4月１日 至平成19年3月31日） 

 すべてのデリバティブ取引についてヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日） 

 提出会社以外はデリバティブ取引を行っていない。提

出会社は、財務上発生している為替リスクをヘッジし、

リスク管理を効率的に行うためデリバティブ取引を導入

している。具体的には、外貨建資産・負債に係る将来の

為替相場による損失を回避するため、為替予約取引のみ

を行なっている。主な取引としては、海外から仕入れる

商品代金の支払額に見合った額に対して為替予約を行な

っており、その実行及び管理は社内管理規定に従い、管

理部が行っている。なお、投機的な取引及び短期的な売

買損益を得る取引の利用は行っていない。 

同左 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社グループは、退職一時金制度を採用している。また、従業員の退職等に関して割増退職金を支払う場合がある。 

  

２．退職給付債務に関する事項 

 （注） 提出会社及びすべての連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用している。 

  

３．退職給付費用に関する事項 

  

 

    
前連結会計年度

（平成18年3月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年3月31日） 
 

  イ．退職給付債務（百万円） △470 △430  

  ロ．退職給付引当金（百万円） △470 △430   

    
前連結会計年度

（自平成17年4月１日 
至平成18年3月31日） 

当連結会計年度 
（自平成18年4月１日 
至平成19年3月31日） 

 

  イ．勤務費用（百万円） 38 32  

  ロ．退職給付費用（百万円） 38 32   



（税効果会計関係） 

  

  

前連結会計年度
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳              (単位:百万円) 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳              (単位:百万円) 
  
(流動の部)  

繰延税金資産  

賞与引当金損金算入限度超過額 16 

未払事業税 4 

棚卸資産評価損否認額 9 

その他 3 

繰延税金資産小計 34 

評価性引当額 △34 

繰延税金資産合計 － 

繰延税金負債 － 

繰延税金資産(負債)の純額 － 

(流動の部)  

繰延税金資産  

賞与引当金損金算入限度超過額 12 

未払事業税 3 

棚卸資産評価損否認額 2 

その他 3 

繰延税金資産小計 22 

評価性引当額 △22 

繰延税金資産合計 － 

繰延税金負債 － 

繰延税金資産(負債)の純額 － 

  
(固定の部)  

繰延税金資産  

退職給付引当金損金算入限度超過額 190 

貸倒引当金繰入限度超過額 23 

その他 29 

繰越欠損金 207 

繰延税金資産小計 450 

評価性引当額 △450 

繰延税金資産合計 － 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 1 

繰延税金資産の純額(負債) （1）

(固定の部)  

繰延税金資産  

退職給付引当金損金算入限度超過額 166 

貸倒引当金繰入限度超過額 － 

その他 23 

繰越欠損金 204 

繰延税金資産小計 394 

評価性引当額 △394 

繰延税金資産合計 － 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 1 

繰延税金資産の純額(負債) （1）

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

税金等調整前当期純損失のため記載してない。 法定実効税率              40.5％ 

（調整) 

 税務上の繰越欠損金の利用       △9.3 

 交際費等永久に損金に算入されない項目  3.1 

 受取配当金等永久に益金を算入されない項目 

                    △0.1 

 住民税均等割              9.7 

 評価性引当額の増減         △34.2 

 税効果会計適用後の法人税等負担率    9.7 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成17年4月１日 至平成18年3月31日） 

 当社グループは、商品の種類、性質、販売方法等の類似性から判断して、同種類、同系列の商品を専ら販売しており、

従って、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。 

  

当連結会計年度（自平成18年4月１日 至平成19年3月31日） 

 当社グループは、商品の種類、性質、販売方法等の類似性から判断して、同種類、同系列の商品を専ら販売しており、

従って、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成17年4月１日 至平成18年3月31日） 

 本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自平成18年4月１日 至平成19年3月31日） 

 本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成17年4月１日 至平成18年3月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満のため記載を省略しております。 

  

当連結会計年度（自平成18年4月１日 至平成19年3月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満のため記載を省略しております。 

  

  



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成17年4月１日 至平成18年3月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．取引条件ないし取引条件の決定方針等 

① 水産物の販売については、市場価格から当社総原価を勘案して取引ごとに決定している。 

② 水産物の購入については、市場価格から算定した価格、並びに日本水産㈱から提示された総原価を検討の上、取引ご

とに決定している。 

２．取引金額には消費税等は含まれていないが、期末残高には消費税等が含まれている。 

  

(2）子会社等 

 重要な取引がないため、記載を省略しています。 

  

 

属性 
会社等
の名称 

住所 
資本金 
(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の被所有
割合 

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目 
期末残高

（百万円）役員の
兼務等 

事業上
の関係 

親会社 
日本水
産㈱ 

東京都
千代田
区 

23,729 
漁業その
他の水産
業 

直接 
63.25% 

転籍
1 名 

当社の
商品の
販売及
び同社
の製商
品の購
入 

水産物の販売
他 

645
売掛金
他 

17

       
食料品の
製造加工
及び販売 

  
兼任
2 名 

水産物の購入
他 

634
買掛金
他 

66

          資金の預入 202
関係会
社預け
金 

202

          資金の借入 200
関係会
社借入
金 

200



(3）兄弟会社等 

 重要な取引がないため、記載を省略しています。 

  

当連結会計年度（自平成18年4月１日 至平成19年3月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．取引条件ないし取引条件の決定方針等 

① 水産物の販売については、市場価格から当社総原価を勘案して取引ごとに決定している。 

② 水産物の購入については、市場価格から算定した価格、並びに日本水産㈱から提示された総原価を検討の上、取引ご

とに決定している。 

２．取引金額には消費税等は含まれていないが、期末残高には消費税等が含まれている。 

  

(2）子会社等 

 重要な取引がないため、記載を省略しています。 

  

(3）兄弟会社等 

 重要な取引がないため、記載を省略しています。 

  

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  
  

属性 
会社等
の名称 

住所 
資本金 
(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の被所有
割合 

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目 
期末残高

（百万円）役員の
兼務等 

事業上
の関係 

親会社 
日本水
産㈱ 

東京都
千代田
区 

23,729 
漁業その
他の水産
業 

直接 
58.3% 

転籍
1 名 

当社の
商品の
販売及
び同社
の製商
品の購
入 

水産物の販売
他 

634
売掛金
他 

14

       
食料品の
製造加工
及び販売 

  
兼任
2 名 

水産物の購入
他 

574
買掛金
他 

94

          資金の預入 502
関係会
社預け
金 

502

前連結会計年度
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日） 

  
１株当たり純資産額 89.82円

１株当たり当期純損失額 1.49円

１株当たり純資産額 91.90円

１株当たり当期純利益額 2.12円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、1株当り当期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載していない。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載していない。 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当期純利益又は当期純損失(△)  
（百万円） 

△59 84 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益または当期純
損失（△) （百万円） 

△59 84 

期中平均株式数（千株） 40,089 40,086 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

区分 
前期末残高
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率 
(％） 

返済期限 

短期借入金 200 － － －

1年以内に返済予定の長期借入金 － － － －

長期借入金(1年以内に返済予定のものを除く) － － － －

その他の有利子負債 － － － －

計 200 － － －



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

 

   
前事業年度

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）      

Ⅰ 流動資産      

１．現金及び預金 ※１   102 102 

２．受取手形     35 45 

３．売掛金     3,145 3,002 

４．商品     1,857 2,025 

５．未着商品     892 496 

６．原材料     52 48 

７．貯蔵品     12 14 

８．長期貸付金(一年内)     － 4 

９．前渡金     － 5 

10．前払費用     3 3 

11．関係会社預け金     202 502 

12．未収入金     50 44 

13．その他の流動資産     17 5 

14．貸倒引当金     △22 △20 

流動資産合計     6,351 96.6 6,280 96.9

Ⅱ 固定資産      

(1）有形固定資産      

１．建物   185 190  

減価償却累計額   149 36 154 36 

２．工具器具及び備品   69 68  

減価償却累計額   58 11 57 10 

３．土地     25 25 

有形固定資産合計     72 1.1 72 1.1



 

   
前事業年度

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

(2）無形固定資産      

１．電話加入権     2 2 

無形固定資産合計     2 0.0 2 0.0

(3）投資その他の資産      

１．投資有価証券 ※３   9 9 

２．関係会社株式     18 18 

３．出資金     0 0 

４．長期貸付金     17 － 

５．従業員長期貸付金     24 18 

６．破産更生債権等     58 1 

７．長期差入保証金     79 79 

８．貸倒引当金     △58 △1 

投資その他の資産合計     150 2.3 126 1.9

固定資産合計     226 3.4 201 3.1

資産合計     6,578 100.0 6,482 100.0

（負債の部）   
   

Ⅰ 流動負債      

１．支払手形     164 126 

２．買掛金     1,965 2,062 

３. 関係会社借入金     200 － 

４．未払費用     107 98 

５．未払法人税等     16 14 

６．未払消費税等     － 18 

７．預り金     5 5 

８．従業員預り金 ※１   9 8 

９．賞与引当金     34 29 

流動負債合計     2,502 38.0 2,363 36.5

Ⅱ 固定負債      

１．繰延税金負債     1 1 



 

   
前事業年度

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

２．退職給付引当金     450 410 

３．預り保証金     25 25 

固定負債合計     478 7.3 438 6.8

負債合計     2,981 45.3 2,801 43.2

（資本の部）      

Ⅰ 資本金 ※２   2,005 30.5 － －

Ⅱ 資本剰余金      

１．資本準備金   501 －  

２．その他資本剰余金      

(1）資本準備金減少差益   376 －  

資本剰余金合計     878 13.4 － －

Ⅲ 利益剰余金      

１．任意積立金      

(1）別途積立金   506 －  

２．当期未処分利益   207 －  

利益剰余金合計     713 10.8 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    2 0.0 － －

Ⅴ 自己株式 ※４   △2 △0.0 － －

資本合計     3,597 54.7 － －

負債及び資本合計     6,578 100.0 － －

       



  

  

   
前事業年度

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）      

Ⅰ 株主資本      

１．資本金     － － 2,005 30.9

２．資本剰余金      

(1）資本準備金   － 501  

(2）その他資本剰余金   － 376  

資本剰余金合計     － － 878 13.5

３．利益剰余金      

(1）その他利益剰余金      

別途積立金   － 506  

繰越利益剰余金   － 291  

利益剰余金合計     － － 798 12.3

４．自己株式     － － △3 △0.1

株主資本合計     － － 3,678 56.7

Ⅱ 評価・換算差額等      

１．その他有価証券評価差
額金 

    － － 2 0.0

評価・換算差額等合計     － － 2 0.0

純資産合計     － － 3,680 56.8

負債純資産合計     － － 6,482 100.0

       



②【損益計算書】 

 

   
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     21,988 100.0 20,662 100.0

Ⅱ 売上原価      

１．商品期首たな卸高   2,637 2,750  

２．当期商品仕入高   20,564 18,966  

計   23,202 21,716  

３．商品期末たな卸高 ※１ 2,750 20,451 93.0 2,521 19,195 92.9

売上総利益     1,536 7.0 1,467 7.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費      

１．販売手数料   8 2  

２．保管料   146 152  

３．発送配達費   128 129  

４．役員報酬   35 46  

５．給与諸手当   318 297  

６．福利費   63 59  

７．従業員賞与   63 55  

８．賞与引当金繰入額   34 29  

９．役員退職金   12 －  

10．退職給付費用   34 27  

11．減価償却費   13 9  

12．地代家賃   51 54  

13．賃借料   130 122  

14．運営委託料   288 263  

15．その他   144 1,473 6.7 155 1,406 6.8

営業利益     63 0.3 61 0.3

Ⅳ 営業外収益      

１．受取利息   5 3  



  

  

   
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

２．受取配当金   0 0  

３．雑収入   19 25 0.1 34 38 0.2 

Ⅴ 営業外費用      

１. 支払利息   1 3  

２．雑支出   4 6 0.0 2 6 0.0

経常利益     81 0.3 93 0.5

Ⅵ 特別損失      

１．固定資産除却損 ※２ 1 －  

２．貸倒引当金繰入額   57 －  

３. 店舗解約損失 ※３ 3 －  

４. 減損損失 ※４ 70 132 0.6 － － －

税引前当期純利益     － － 93 0.5

税引前当期純損失     50 △0.2 － －

法人税、住民税及び事業
税 

    9 0.0 8 0.0

当期純利益     － － 84 0.4

当期純損失     59 △0.3 － －

前期繰越利益     267   

当期未処分利益     207   

        



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

  

 

    
前事業年度

平成18年６月28日 
（株主総会承認日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）

Ⅰ 当期未処分利益   207

Ⅱ 次期繰越利益   207

   



株主資本等変動計算書 

当事業年度（自平成18年4月１日 至平成19年3月31日） 

  

  

  

  次へ 

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計 
資本準備金 

その他資本
剰余金 

その他利益剰余金

別途積立金
繰越利益剰
余金 

平成18年3月31日 残高 
（百万円） 

2,005 501 376 506 207 △2 3,594

事業年度中の変動額      

当期純利益     84   84

自己株式の取得     △0 △0

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額） 

     

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － － － 84 △0 83

平成19年3月31日 残高 
（百万円） 

2,005 501 376 506 291 △3 3,678

  

評価・換算差額
等 

純資産合計
その他有価証券
評価差額金 

平成18年3月31日 残高 
（百万円） 

2 3,597

事業年度中の変動額  

当期純利益   84

自己株式の取得   △0

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 

△0 △0

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

△0 83

平成19年3月31日 残高 
（百万円） 

2 3,680



重要な会計方針 

 

項目 
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社及び関連会社株式 (1）子会社及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法。 同左 

  (2）その他有価証券 (2）その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく時価

法。（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

 決算日の市場価格等に基づく時価

法。（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

  時価のないもの 時価のないもの 

   移動平均法による原価法。 同左 

２．デリバティブの評価基準

及び評価方法 

 時価法 同左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）商品・原材料 (1）商品・原材料 

 総平均法に基づく低価法。 同左 

  (2）貯蔵品 (2）貯蔵品 

   総平均法に基づく原価法。 同左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

建物（建物附属設備を除く）につい

ては定額法。建物以外については定率

法（鮮魚専門小売店、魚惣菜専門店の

建物附属設備については定額法） 

同左 

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

   自社利用のソフトウェアについては

社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用している。 

同左 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

   貸倒損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回

収の可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上している。 

同左 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に備えるため、

賞与支給見込額の当期負担額を計上し

ている。 

同左 

  (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、期

末における退職給付債務に基づき計上

している。 

同左 



  

 

項目 
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

いる。 

同左 

７．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理によっている。ただ

し、為替予約取引については振当処理

を適用している。 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段…為替予約 同左 

  ヘッジ対象…外貨建債権債務に係る

将来の為替変動リスク 

  

  (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 

   為替変動リスクの低減のため対象債

務の範囲内でヘッジを行っている。 

同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

   ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッ

ジ対象の変動額の累計額を比較して有

効性の判断を行っている。 

同左 

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式を採用している。 

同左 



会計処理方法の変更 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準）           ────── 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用してい

る。 

 これにより営業利益及び経常利益は11百万円増加し、

税引前当期純損失は58百万円増加しております。なお、

減損損失累計額については、改正後の財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除している。 

  

          ────── 

  

  

  

  

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用している。これまでの資本の

部の合計に相当する金額は3,680百万円である。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務

諸表等規則により作成している。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

  

 

前事業年度 
（平成18年3月31日） 

当事業年度
（平成19年3月31日） 

※１．担保に供している資産及び担保付債務は次のとお

りである。 

※１．担保に供している資産及び担保付債務は次のとお

りである。 

（担保資産） （担保資産） 
  

定期預金 10百万円 定期預金 10百万円

（担保付債務） （担保付債務） 
  

従業員預り金 9百万円 従業員預り金 8百万円

  
※２．授権株数 普通株式 160,000,000株

発行済株式総数 普通株式 40,110,000株

※２．       ────── 

※３．有価証券の時価評価により純資産が2百万円増加

している。 

 なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されてい

る。 

※３．       ────── 

※４．当社が保有する自己株式数は、普通株式21,504株

である。 

※４．       ────── 



（損益計算書関係） 

  

（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自平成18年4月１日 至平成19年3月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注） 普通株式の自己株式の株式数の増加3千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．売上原価に含まれるたな卸資産に関する低価法に

よる評価減額は、23百万円である。 

※１．売上原価に含まれるたな卸資産に関する低価法に

よる評価減額は、5百万円である。 

※２．固定資産除却損の内訳 ※２．       ────── 

 退店した鮮魚小売店舗に係る建物附属設備であ

る。 

  

※３．店舗解約損失の内訳 ※３．       ────── 

 退店に伴う退去手数料である。   

※４．減損損失の内訳 ※４．       ────── 

 当事業年度において、当社は以下の資産グループ 

について減損損失を計上した。 

  

  

場所 用途 種類 
減損損失
金額 

千葉県浦安市 
他3ヶ所 

鮮魚専門
店舗内設
備等 

建物附属
設備及び
備品等 

62百万円

千葉県船橋市 
他1ヶ所 

魚惣菜専
門店舗内
設備等 

建物附属
設備及び
備品等 

7百万円

合計 70百万円

 当社は、減損損失を認識するにあたっては、管理

会計上の損益を把握する単位である事業部署別（鮮

魚販売部門は店舗別）にグルーピングを行い、本社

管理部門に係る資産は共用資産としてそれぞれの物

件ごとに1つの資産グループとしている。 

鮮魚専門小売店舗中の4店舗、魚惣菜専門店の2店

舗については継続して損益がマイナスとなり、今後

においても当初より想定していた収益を見込むこと

は困難であると判断されるため、当該店舗における

償却資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失として特別損失に計上した。 

その内訳は、建物附属設備52百万円、工具器具備

品他17百万円である。なお、当資産グループの回収

可能価額は、正味売却価額により測定しており処分

可能価額により算定している。 

  

  
前事業年度末株式
数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

普通株式 21 3 － 24 

合計 21 3 － 24 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

当事業年度
（自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 
  

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

減損損
失累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

車輌運搬具 18 12 － 5

工具器具及
び備品 

27 11 7 8

ソフトウェア 1 1 － 0

合計 47 26 7 14

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

減損損
失累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

車輌運搬具 13 4 － 8 

工具器具及
び備品 

34 19 7 7 

ソフトウェア 1 1 － 0 

合計 50 26 7 16 

２．未経過リース料期末残高相当額等 ２．未経過リース料期末残高相当額等 
  

１年内 9百万円

１年超 4百万円

合計 14百万円

１年内 6百万円

１年超 11百万円

合計 17百万円

  
リース資産減損勘定の残高 4百万円 リース資産減損勘定の残高 2百万円

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び支払利息相当額 
  

支払リース料 10百万円

リース資産減損勘定の取崩額 2百万円

減価償却費相当額 9百万円

支払利息相当額 0百万円

減損損失 7百万円

支払リース料 10百万円

リース資産減損勘定の取崩額 2百万円

減価償却費相当額 10百万円

支払利息相当額 0百万円

   

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。 

同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっている。 

同左 



（有価証券関係） 

 前事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）及び当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）に

おける子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

 



（税効果会計関係） 

  

 

前事業年度 
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

当事業年度
（自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳              (単位:百万円) 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳              (単位:百万円) 
  

繰延税金資産  

賞与引当金繰入限度超過額 14 

未払事業税 4 

棚卸資産評価損否認額 9 

貸倒引当金繰入限度超過額 23 

退職給付引当金損金算入限度超過額 182 

繰越欠損金 207 

その他 32 

繰延税金資産小計 474 

評価性引当額 △474 

繰延税金資産合計 － 

繰延税金負債 1 

繰延税金資産の純額（負債） （1）

繰延税金資産  

賞与引当金繰入限度超過額 11 

未払事業税 3 

棚卸資産評価損否認額 2 

退職給付引当金損金算入限度超過額 166 

繰越欠損金 198 

その他 34 

繰延税金資産小計 416 

評価性引当額 △416 

繰延税金資産合計 － 

繰延税金負債 1 

繰延税金資産の純額（負債） （1）

   

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

税金等調整前当期純損失のため記載していない。 法定実効税率 40.5％

（調整)    

税務上の繰越欠損金の利用 △9.3  

交際費等永久に損金に算入されない項
目 

3.1  

受取配当金等永久に益金を算入されな
い項目 

△0.1  

住民税均等割 9.4  

評価性引当額の増減 △34.3  

税効果会計適用後の法人税等負担率 9.4  



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  

  

前事業年度 
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

当事業年度
（自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日） 

  
１株当たり純資産額 89.73円

１株当たり当期純損失額 1.49円

１株当たり純資産額 91.81円

１株当たり当期純利益額 2.11円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、1株当り当期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載していない。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載していない。 

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当期純利益又は当期純損失（△） 
（百万円） 

△59 84 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益又は当期純損
失（△）（百万円） 

△59 84 

期中平均株式数（千株） 40,089 40,086 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

有価証券の金額が資産の総額の100分の1以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を省略しておりま

す。 

  

  



【有形固定資産等明細表】 

  

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額である。 

  

  

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高 
（百万円） 

有形固定資産    

建物 185 6 0 190 154 4 36

工具器具及び備品 69 4 5 68 57 4 10

土地 25 － － 25 － － 25

有形固定資産計 280 10 5 284 212 9 72

無形固定資産    

電話加入権 2 － － 2 － － 2

無形固定資産計 17 － － 17 － － 2

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円） 

当期減少額
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 80 20 57 22 21

賞与引当金 34 29 34 － 29



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

流動資産 

  

  

  

売掛金回収状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しているが、上記金額には消費税等が含まれている。 

  

 

勘定科目 区分 金額（百万円） 

現金及び預金 

現金 1 

普通預金 91 

定期預金 10 

合計 102 

勘定科目 相手先 金額（百万円） 

受取手形 

(株)西華 40 

その他4件 4 

合計 45 

    

手形期日 
平成１９年４月満期 28 

平成１９年５月満期 16 

  合計 45 

勘定科目 相手先 金額（百万円） 

売掛金 

松田産業(株) 350 

(株)西原商会 157 

東洋冷蔵(株) 155 

(株)ベニレイ 106 

(株)西華 104 

その他 2,128 

合計 3,002 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

合計 
（百万円）

当期回収高 
（百万円） 

当期末残高
（百万円）

回収率（％） 回転率（回） 
滞留期間
（日） 

Ａ Ｂ   Ｃ Ｄ
Ｃ 
── 

Ａ＋Ｂ 

Ｂ 
────── 
(Ａ＋Ｄ) 
──── 

２ 

365 
── 
回転率 

3,145 21,682 24,828 21,825 3,002 87.9 7.1 51.7



  

  

② 負債の部 

流動負債 

  

  

 

勘定科目 品目 金額（百万円） 

商品 鮮凍品・塩蔵品（3,780トン） 2,025 

未着商品 鮮凍品    （2,435トン） 496 

原材料 鮮凍品 48 

貯蔵品 包装材料 14 

勘定科目 相手先 金額（百万円） 

関係会社預け金 日本水産(株) 502 

勘定科目 相手先 金額（百万円） 

支払手形 東洋マリーン(株) 25 

  
(株)東京三菱銀行新丸の内支店（ユーザンス手形） 101 

合計 126 

    

手形期日 
平成１９年４月満期 61 

平成１９年５月満期 65 

  合計 126 

勘定科目 相手先 金額（百万円） 

買掛金 

阪和興業(株) 186 

(株)ベニレイ 177 

(株)ニチロ 119 

横浜冷凍(株) 89 

日本水産(株) 88 

その他 1,401 

合計 2,062 



退職給付関係 

イ. 採用している退職給付制度の概要 

当社は、退職一時金制度を採用しています。また、従業員の退職等に関して割増退職金を支払う場合があります。 

  

ロ. 退職給付に関する事項 

（注） 退職給付の算定にあたり、簡便法を採用している。 

  

ハ. 退職給付費用に関する事項 

  

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

    
前事業年度

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 
  

  イ.退職給付債務（百万円） △450 △410   

  ロ.退職給付引当金（百万円） △450 △410   

    
前事業年度

（自平成17年４月１日 
至平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自平成18年４月１日 
至平成19年３月31日） 

  

  イ.勤務費用（百万円） 34 27   

  ロ.退職給付費用（百万円） 34 27   



第６【提出会社の株式事務の概要】 
  

  

 

事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月３１日 

株券の種類 
１株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、10,000株券、
100,000株券及び100株未満の株式についてその株数を表示した株券 

剰余金の配当の基準日 ３月３１日 

１単元の株式数 １，０００株

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号
 中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号
 中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社   全国各支店
日本証券代行株式会社   本支店、出張所 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 １枚につき200円

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号
 中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号
 中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社   全国各支店
日本証券代行株式会社   本支店、出張所 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

平成18年6月28日開催の定時株主総会の決議により定款が変更され、会
社の公告方法は次のとおりとなりました。 
当社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない
事由により電子公告をすることができないときは、東京都内で発行する
日本経済新聞に掲載して行う。 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 
  

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社の証券取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第71期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月28日関東財務局長に提出 

(2）半期報告書 

 （第72期中）（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）平成18年12月15日関東財務局長に提出 

  

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  

  



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２８日

株 式 会 社 ホ ウ ス イ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ホウスイの

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、

連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ホウス

イ及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より「固定資産の減損に

係る会計基準」及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 大 橋 洋 史 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 信 田   力 

      



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の監査報告書   

  平成19年６月26日

株式会社ホウスイ   

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 大日向 雅子  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 角田 伸理之  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 伊藤 栄司   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ホウスイの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について

監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社ホウスイ及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会

社が別途保管しております。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２８日

株 式 会 社 ホ ウ ス イ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ホウスイの

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第７１期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分

計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ホウスイの

平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

  

追記情報 

会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より「固定資産の減損に係る会計基準」及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 大 橋 洋 史 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 信 田   力 

      



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の監査報告書   

  平成19年６月26日

株式会社ホウスイ   

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 大日向 雅子  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 角田 伸理之  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 伊藤 栄司   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ホウスイの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第72期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ホウスイの平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会

社が別途保管しております。 
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